傍聴記　（ACW2　伊藤）

ひどすぎる派遣法審議会
―政権交代しても公益委員変わらず3党案（現与党）を批判？―
使用者側「ハケンが必要、高齢者と子育て中の女性の勤労の自由を奪うもの
　憲法違反だ（？）」
本日、全労連や全労協、全国ユニオンなどの仲間が厚生労働省前で、8時半頃から
集会を行っているさなか、傍聴してきました。その報告です。
第135回　労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会

日　時　平成21年10月15日

場　所　厚生労働省省議室　（9階）

配布資料は、前回の審議会とまったく同じでした。

出席　審議委員

公益委員　鎌田　耕一　東洋大学法学部教授

　　　　　柴田　裕子　三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社

　　　　　　　　　　　政策研究事業本部政策研究業務企画室長7　

　（座長）清家　篤　　慶応義塾塾長

労働者代表
　　　　長谷川　裕子　日本労働組合総連合会特別専門員

　　　　古市　　良洋　全国県労働組合総連合　書記長
　　　　小山　　　　　JAM　の市川佳子氏の代理

使用者代表

　　　　市川　隆冶　　全国中小企業団体中央会専務理事

　　　　高橋　弘行　　（社）日本経済団体連合会労働政策

　　　　佐藤　　　　　山陽印刷（株）社長　秋山佳子氏代理　日本商工会議所
事務局は、職業安定局長他　労働力需給課などの厚生労働省職員

＜審議会発言要旨＞　＊メモに基づく記述であることをご容赦ください。
（事務局）経過説明および3党案の説明

　１）名称を派遣労働者保護法にする

　２）雇用契約期間が2ヶ月以下の労働者派遣を禁止　解雇予告手当に要件　2ヶ月以上

　　　　　　　　　　健康保険2ヶ月以上　被保険者になれる

　３）登録型派遣　26専門業務など以外は、常用雇用とする。

　　　　　この場合の常用雇用の定義は、無期または1年以上反復契約更新しているもの　

　　　　　26業務等の「など」は、育児・介護休業の代替派遣

　４）グループ企業派遣、1箇所に８０％を超えた派遣の禁止

　５）マージン率は、平均の開示

　６）直接雇用みなし規定の創設　

　　　期間制限を越えて派遣を受け入れた場合　等　の「など」は偽装請負のこと

清家座長　　当部会は、労使合意して答申した。これを尊重してもらって、前回の答申

　　　　　　（旧政府案の元）をベースに議論を進めてもらいたい。

（このとき意義はなかった）

長谷川労働代表　１７０回　国会で政府法案を出したが、それ以降　何が起きたか冷静に議論してほしい。規制緩和の名の下に派遣法の改正が行われてきた結果、派遣の窮状など現在の問題が浮上した。

　　　　　　　　①10年以上、多様な働き方ということで、結果的に若い人たちを派遣に誘導してきた。低所得者層の増大と安易な切捨て、格差が拡大した

　　　　　　　　②セフティネットは、正社員に対してのみで非正規に対しては不十分であった。

　　　　　　　　③派遣先の使用者責任が、あいまいなものであった。元が使用者という

　　　　　　　　　雇用が問題

　　　　　　　　④登録型　能力開発が不十分で、スキルが向上していない。

　　　　　　　　⑤グローバル化の中で、中・長期的　目標必要

　　　　　　　　審議会の進め方について

　　　　　　　　①持続可能な働き方必要。派遣は安定雇用ではなく、信頼感がもてなかった。

　　　　　　　　②賃金・労務政策考え直す必要、

　　　　　　　　③労使意見の違いがあるが冷静に議論すべき

市川使用者代表　前回　職業安定部会の公益委員（岩村）から重い提案があった。製造業派遣禁止すると、高齢者や子育て中の女性の勤労の権利を奪う。

　　　　　　　　国際相場からして、日本だけが派遣を禁止してILO条約と整合性取れるか？原則禁止しても正社員として雇われることは可能かという意見もあった。　有効求人率が低い中で製造業禁止していいのか。

　　　　　　　　金属、機械、食料品が、派遣が活躍している。クリスマスケーキ　フルーツ加工など、一時的に大勢必要　人材派遣が必要。事業は、簡単に人集めができない。新型インフルエンザのワクチンの有精卵の目視の作業も派遣が活躍している。デジカメもサイクルが短く売れなくなったらラインがストップする。中小企業は、人材派遣を有効に使っている。

　　　　　　　　職業の選択の自由を侵害する。答申を尊重すべきだ。　製造業については、議論していないのですべきだが、それ以外は議論つくされている。

　　　　　　　　セフティネット強化すべきで、職業訓練を身につけさせて正社員になる

予算措置のほうが必要なことだ。

古市労働代表　　答申ベースに追加して、目的を労働者保護にするかを、どれほど意識するのか　諸外国の事例でも韓国は労働者保護法になっている。

清家　座長　　　法律の名称について、法律家でないので良く分からない。雇用は労使合意が望ましい。3者構成はILO精神だ、労使合意をベースが大原則。

　　　　　　　　前回出されたものでも、かなり保護が含まれている。

古市労働代表　　派遣について、社会的批判を浴びている、電話ひとつで、自由に利益をあげているようなことを認めすぎて働いている人をおざなりにした。

　　　　　　　　派遣に適する事業の一部をあげて、針小膨大に言い過ぎる。現在の無権利状態、セフティネットの強化は労使合意していた。

小山労働代表　　機械、金属、中小、痛ましい現状である。昨年9月の答申から、10月、12月、1月と厳しい雇用環境が激変した。今までもオイルショックや、

　　　　　　　　円高不況、あったが、今回は今までと違った、直接雇用と間接雇用の

　　　　　　　　違いが目に見えた。間接雇用は、直接手を汚さずに人の首を切れる、。

　　　　　　　　雇用責任を負わずに人を切れる。仕事だけではなく、住む場所も失う

　　　　　　　　登録型派遣も十分議論されていなかった。抜本改正が必要、規制緩和はだめというのが、今回の国民の判断だ。99年、2003年でよかったか、本格的議論すべき。

高橋使用者代表　100年に1度の危機、平時における制度のあり方を議論すべきだ。

　　　　　　　　派遣を選択していく人への影響もある、

　　　　　　　　どの程度の人数働いているか、数字だして　議論必要。

　　　　　　　　常用にする意味が良く分からない

事務局　　　　　常用にする意味は、詳細のところ分からない。

　　　　　　　　昨年の大量派遣の雇い止め、ハケンオ雇用が安定しないことから常用

　　　　　　　　といっている。製造業は、労災事故が多い。
　　　　　　　　2ヶ月以上のーーー（先に説明済）

佐藤使用者代表　　セフティネット必要　中小企業がなぜ利用するのかは、必要なとき必要な人材を確保するのが難しい。新聞広告ではだめで、手数料支払ってでも、派遣を確保する、。

長谷川労働代表　3党案いついて　

１、名称について、労働者保護法　　目的なるほどと思う

２、2ヶ月の議論について　合意できる

３、登録型　議論したほうがいい。1985年に設立したが、

　　登録型という言葉は、一度も出ていない。

　　自己の雇用する労働者という法律の文言だ
４、もっぱら派遣の禁止　なぜ禁止か、事務局に説明求める

５、均等待遇の考え方、劣悪な職場、格差拡大をなくすため必要

６、マージン率　平均では分からない　個々にすべき

７、派遣先の協議についても共通意見

　
小山労働代表　　3党案　昨年から冷静に過去を振り返る　製造業が解禁され、期間工、臨時、パートが、派遣に置き換わって5から6年の話だ。私の組合でも

　　　　　　　　47万人から10万人減少した。正社員の代替に派遣がなって、現場力が低下した。不良品が続発している。コストは低くなったかもしれないが、技能力は低下し労災も多発している。職業選択というのは欺瞞だ。
　　　　　　　　一時的・臨時的業務は、直接雇用でずっとやってきた。派遣先の責任があいまいで、手を汚さないで首にできる。経営者にとっては、麻薬のようなものだ。首切りは労使ともにつらい。苦労して働いている人の気持ちが分からなくなる。業務請負やパートでなくて、派遣でなくてはならない理由はありえない。3党案の方向で議論して欲しい。

　　　　　　　　もっぱら派遣は、現行法では許可されない。第2人事部と同じで違法だ、

市川使用者代表　　正社員と派遣は、期待がちがう。技能は、派遣に期待していない。
　　　　　　　　　針小膨大だと言われたが、子育て中の人や高齢者の労働者の声なき、

声を聞くべき、勤労者の職号選択の自由を侵すもので憲法違反だ。

長谷川労働代表　　今の発言、1999年には、製造業禁止されていた。これは憲法違反なの　

　　　か、われわれは、介護労働者の多くを組合に組織している。

　　　憲法違反などという言葉を使うべきではない。言葉は慎重に選んで発

言すべきだ

高橋使用者代表　　2ヶ月の意味が理解できた。1時的・臨時的との整合性ははかるべき

　　　　　　　　　登録型26業務以外もニーズあるのか　

　　　　　　　　　高齢者・家計補助的な人たちには、ますますニーズある。

　　　　　　　　　中小企業城下町では、均等は無理　均衡が

　　　　　　　　　労働組合通知義務の必要性はなにか　派遣先の責任の中の未払い賃金

　　　　　　　　　は理解できない。団体交渉応諾義務はあるのか

柴田公益委員　労使冷静に議論して欲しい。実態整理が必要だ。常用とそれ以外

　　　　　　　26業務、製造業、自由化された部分　などの人数と構成

　　　　　　　年齢構成や、主婦などの割合なども知りたい

　　　　　　　製造業禁止したらどのような、影響が出るのか　常用のみは、派遣先に

　　　　　　　どのようなプレシャーになるのか、元がこのままでいいのか。

鎌田公益委員　労働者保護、（元）政府案も労使合意して出したもの。派遣の社会的な問題

　　　　　　　互譲の精神で議論して欲しい。

　　　　　　　法律名　保護のつくの目的

　　　　　　　日雇い　2ヶ月以上　労基法20条　健康保険との兼ね合い

　　　　　　　登録型　禁止か否か

　　　　　　　　　　　働いている人が常用に移っていけるのか　

　　　　　　　　　　　26業務以外、紹介予定派遣とか　転換促進制度とか　高齢者

　　　　　　　　　　　常用化促す。　高度な技能を持った常用の製造業派遣いる

　　　　　　均等待遇　総論はいいが、賃金体系　どのようにやっていくのか　

　　　　　　　　　　　バランス均衡が、大切ではないか

　　　　　派遣先責任　　現行法でもできるのではないか　現行法の整理必要

　　　　　団交応諾義務　派遣先の団交を認めた判例もある

　　　　　未払い賃金の派遣先責任　　気持ちとして分かるが　

清家公益委員（座長）労使意見の大きな違いがある。事務局が整理して、次回は資料を

　　　　　　　　　　元に議論したい　　

　　　　　　　　　次回　10月27日　14時から　17階　 　　

